
（単位：円）

　科　　目 金　　額  　科　　目 金　　額

資　産　の　部 負　債　の　部

　流動資産 1,232,782,045  　流動負債 702,496,004

現金及び預金 742,346,679 営業未払金 96,575,886

営業未収金 431,296,780 未払金 418,648,340

前払金 4,510,194 未払費用 143,509,377

前払費用 16,571,238 未払法人税等 960,900

未収金 35,760,012 未払消費税等 18,985,600

立替金 2,297,142 前受金 495,000

預り金 23,320,901

　固定資産 169,298,270  　固定負債 103,551,600

有形固定資産 33,518,805 退職給付引当金 82,910,400

建物附属設備 15,904,374 永年勤続表彰引当金 20,641,200

器具備品 17,614,431

無形固定資産 8,288,199 負　債　合　計 806,047,604

ソフトウェア 8,018,199 純　資　産　の　部

電話加入権 270,000 　株主資本 596,032,711

資本金　 30,000,000

投資その他の資産 127,491,266 資本剰余金 76,221,198

差入保証金　 45,647,138 その他資本剰余金 76,221,198

長期前払費用 263,617 利益剰余金 489,811,513

繰延税金資産 81,580,511 利益準備金　 7,500,000

その他利益剰余金 482,311,513

繰越利益剰余金　 482,311,513

　純　資　産　合　計 596,032,711

資　産　合　計 1,402,080,315 負債・純資産合計 1,402,080,315

２０２４年３月３１日現在

株式会社Ｊ＆Ｊヒューマンソリューションズ

第８期　決算公告
東京都品川区西五反田三丁目７番１０号

株式会社Ｊ＆Ｊヒューマンソリューションズ

代表取締役社長　松井　克行

貸　 借　 対　 照　 表



個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を適用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産・・・・・・定率法を適用しております。

（リース資産以外） ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物は、定額法を適用しております。

（２）無形固定資産・・・・・・定額法を適用しております。

（リース資産以外） なお、ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を適用しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金・・・・・・・売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

（２）退職給付引当金・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務（自己都合退職金要支給額）を計上しております。

（３）永年勤続表彰引当金・・・添乗員の永年勤続表彰金支給に備えるため、当事業年度末における

永年勤続表彰金支給債務の要支給額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

（１）収益認識基準

派遣業務および受託業務については、契約内容の義務を履行するにつれて、サービスの提供を

行っていると判断していることから、契約金額を対価として、契約期間にわたり収益を認識し

ております。なお、期末決算時のみ適用しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理・・・税抜方式によっております。



（１）消費税等の会計処理・・・税抜方式によっております。

【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額 ５２，１０１，６５１円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

発行済株式は普通株式で６００株であります。

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 ２０２３年６月２６日定時株主総会

普通株式の配当金総額 １４６，６００，０００円

１株当たりの配当額 ２４４，３３３円

基準日及び効力発生日 ２０２３年３月３１日及び２０２３年６月２７日

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議（予定） ２０２４年６月２４日定時株主総会

普通株式の配当金総額 ５４，０００，０００円

配当の原資利益剰余金

１株当たりの配当額 ９０，０００円

基準日及び効力発生日 ２０２４年３月３１日及び２０２４年６月２５日


